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序 章 

 
１ 目的 

県では、2004（平成 16）年 12 月の「生活創造推進プラン」の策定以来、「青

森県基本計画未来への挑戦」（2008（平成 20）年 12 月策定）、「青森県基本計

画未来を変える挑戦」（2013（平成 25）年 12 月策定）に基づき、「生活創造社

会」の実現に向け、県民一人ひとりの豊かな生活を支える経済的な基盤となる

「生業（なりわい）」づくりを進めてきました。 

これまでの取組により、本県の強みである農林水産分野や観光分野は成長を

続け、「経済を回す」仕組みづくりが着実に成果をあげるとともに、課題であ

る県民の健康づくりなどについても、明るい兆しが見えてきています。 

一方、本県を取り巻く社会経済環境は、人口減少と少子化、高齢化の一層の

進行、労働力不足、将来訪れる超高齢化時代、グローバル化の更なる進展など、

大きく変化しています。 

特に、ＡＩ
※

やＩｏＴ
※

等の第４次産業革命
※

は、産業構造や雇用環境の転換に加

え、私たちの暮らしや生き方、働き方にも劇的な変化を及ぼすことが予想され

ます。 

この計画では、まさに時代の転換点とも言える急激な環境変化に対応してい

くため、本県の「多様性」と「可能性」を示しながら、人口が減少しても安心

して暮らせる、持続可能な青森県づくりをめざします。 

 

※ＡＩ：Artificial Intelligence の略で、人工知能のことです。 

※ＩｏＴ：Internet of Things の略で、「モノのインターネット」と呼ばれます。自動車、家電、ロボ

ット、施設などあらゆるモノがインターネットにつながり、情報のやり取りをすることで新たな付加

価値を生み出すとされています。 

※第４次産業革命：18 世紀末以降の水力や蒸気機関による工場の機械化による第１次産業革命、20 世紀

初頭の分業に基づく電力を用いた大量生産による第２次産業革命、1970 年第初頭からの電子工学や情

報技術を用いた一層のオートメーション化による第３次産業革命に続く、IｏＴ・ビッグデータ
※

・ＡＩ

などによる技術革新を言います。 

※ビッグデータ：スマートフォンやインターネットを通じた位置情報・行動履歴や、ホームページ・テ

レビの閲覧・視聴に関する情報などから得られる膨大なデータのことです。 
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２ 基本的な考え方と期間 

 
（１）基本的な考え方 

・この計画は、県行政全般に係る政策及び施策の基本的な方向性について総合

的かつ体系的に示した県行政運営の基本方針です。 
・「生活創造推進プラン」、「青森県基本計画未来への挑戦」、「青森県基本計画 
未来を変える挑戦」の理念を継承し、2030 年における「生活創造社会」の 

実現をめざします。 

・この計画では、引き続き、「人口減少克服」を本県の最重要課題に位置付け 
ます。 

・本県を取り巻く社会経済環境や今後の展望等を踏まえた 2030 年の本県のめ 
ざす姿を県民と共有します。 

・めざす姿を実現するため、今後更に伸ばしていくべき取組や大きな課題への 
対応などについては、取組の重点化を図ります。 

・めざす姿の実現に向けて、県民の自主・自立の取組や、自助・互助・共助の

取組を尊重します。 
 ・2015（平成 27）年８月に策定した「まち・ひと・しごと創生青森県総合戦

略」を、この計画の人口減少対策に係る取組の実施計画（アクションプラン）

に位置付けます。 

 
（２）計画の期間 
  今日の社会経済環境の変化等を考慮し、2030 年のめざす姿を見据えつつ、

５年間（2019 年度～2023 年度）とします。 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



3 
 

３ 構成 

  
構 成 内 容 

第１章 

青森県を取り巻く環境の変化 

世界・日本・本県の現状と今後の展望、本県のこれ

までの取組の成果、今後の可能性と大きな課題な

どを示しています。 

第２章 

2030 年の青森県のめざす姿 

2030 年における青森県のめざす姿を示していま

す。 

第３章 

全県計画４分野 

全県的な視点で取り組む政策・施策体系及び主な

取組を示しています。 

第４章 

地域別計画 

県内６地域ごとに取り組む地域別計画を示してい

ます。 

第５章 
取組の重点化 

戦略プロジェクトによる取組の重点化やマネジメ

ントサイクルの仕組みを示しています。 

第６章 

計画の推進 
計画の推進に係る重要な取組を示しています。 
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第１章 青森県を取り巻く環境の変化 

 

１ 環境変化とこれからの展望 

2008（平成 20）年 12 月に策定した「青森県基本計画未来への挑戦」では、 

いま生まれた子どもたちが大人になったころ、この青森で暮らしたい、暮らし 

ていける、そういう青森県づくりを進めるため、おおむね 20 年後の 2030 年に

おける本県のめざす姿を掲げました。 

2030 年まであと 10 年余りとなり、様々な具体的な動きが見えてきています。 

  ＡＩやＩｏＴの進化などにより、社会経済から私たちの身近な暮らしまで、 

想像もつかないほどの大きな変化が見込まれるこれからの時代にあっても、 

未来を展望し、私たちを取り巻く環境変化に柔軟かつ的確に対応しながら、 

2030 年のめざす姿の実現をめざし、チャレンジを続けていく必要があります。 
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＜年表＞ 今後想定される国内外の主な動き 

 野村総合研究所「ＮＲＩ未来年表 2018～2100」ほか、各種公表資料を基に、将来推計や将来予測等を記載 

※超スマート社会：必要なもの・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供し、社会の

様々なニーズにきめ細かに対応でき、あらゆる人が質の高いサービスを受けられ、年齢、性別、地

域、言語といった様々な違いを乗り越え、生き生きと快適に暮らすことができる社会のことです。 

※国民スポーツ大会：国民体育大会（国体）の名称が、2023 年に開催される大会から、国民スポー

ツ大会（国スポ）に変更となります。国民スポーツ大会（国スポ）は、2025 年に本県で開催され

る予定です。 

※北海道・北東北の縄文遺跡群世界文化遺産登録決定：世界文化遺産への登録は、今後、国からユ

ネスコ世界遺産センターに推薦書が提出され、専門機関の現地調査を経て、ユネスコ世界遺産委

員会が登録の可否について審議を行い、決定されます。本県では 2020 年の登録をめざして様々な

取組を進めています。 

 

世界 日本 青森県年

2

0

2

3

●世界人口が80億人に到達 ●世帯総数がピークに
●北陸新幹線開業（金沢～敦賀間）

●弘前城跡本丸石垣修理事業完了

●青森県で第80回国民スポーツ大会※

　開催　　　　　　　　　　（'25）
●県内の要介護者8万3千人に（'25）

2

0

1

9
～

2

0

2

3
（

計

画

期

間
）

●太宰治生誕110年

●北海道・北東北の縄文遺跡群

　世界文化遺産登録決定※

●青森県オリジナルおうとう新品種
　「ジュノハート」本格デビュー
●東京オリンピック・パラリンピック
　事前キャンプ実施
●東北新幹線新青森駅開業10年

●青森県政150周年
●北海道新幹線奥津軽いまべつ駅
　開業５年

●成人年齢が18歳になる●北京冬季オリンピック・パラリン
　ピック開催

2

0

1

9

2

0

2

2

●建設後50年以上経過する社会資本
　（道路橋りょう等）が過半数に
　　　　　　　　　　　　　（'32）
●AI、サイバー空間が生活に浸透した

　「超スマート社会」※到来 （'35）●世界人口が90億人に到達　（'37）

2

0

2

4
～

2

0

3

0

2

0

3

1
～

●インドの人口が中国を抜き世界一に
　　　　　　　　　　　　　（'25）
●世界人口の半分が水資源が逼迫する
 地域に住むことに        （'25）

●世界経済の中心がアジアへとシフト
　　　　　　　　　　　　　（'30）

●団塊世代の全てが75歳以上の後期
　高齢者に　　　　　　　　（'25）
●高齢化率が30％を超える　（'25）
●全国で約34万人の介護人材不足
　　　　　　　　　　　　　（'25）
●完全自動運転（レベル4）の実現
　　　　　　　　　　　　　（'25）
●リニア中央新幹線開業
　（東京～名古屋間）　　　（'27）
●北海道新幹線全線開業
　（新函館北斗～札幌間）　（'30）
●訪日外国人旅行客6,000万人へ
　　　　　　　　　　　　　（'30）
●東京都の人口がピークに　（'30）
●ＩＴ人材約59万人不足　　（'30）

●「平成」から新元号へ改元
●ラグビーワールドカップ開催
●消費税10％に

●東京オリンピック・パラリンピック
　開催
●新東名高速道路全線開通

2

0

2

1

●東日本大震災の発生から10年

2

0

2

0
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（１）世界の動向 

 グローバル化の進展やＩＣＴ
※

の進化により、私たちが暮らす青森県と世界

との時間的・心理的距離は確実に縮まっており、その傾向は、今後更に強ま

ると見込まれます。 

 世界の動きが、日本そして青森県にも直接影響を及ぼす時代が到来してい

ることを踏まえ、国内ばかりではなく世界の動向にも注目していく必要があ

ります。 
※ＩＣＴ：Information & Communications Technology の略で、情報通信技術を指します。 

 

○ 新興国の人口増加と世界的に進む高齢化 

日本は本格的な人口減少時代に突入しましたが、世界の人口は、今後、ア

ジアやアフリカの新興国を中心に増加し、2015（平成 27）年の 73.5 億人か

ら、2030 年には 85.0 億人に達すると見込まれています。 

一方で、欧米の先進国や中国に加え、ＡＳＥＡＮ諸国の多くも生産年齢人

口の比率が低下し、世界的に高齢化が進みます。現在、我が国では、労働力

不足を背景に、外国人労働者の受入れに向けた動きが進んでいますが、世界

的な高齢化の進展により、将来、国際的な人財
※

獲得競争が激化していくこと

が考えられます。 
※人財：青森県では「人は青森県にとっての『財（たから）』である」という基本的考えから、「人」 

「人材」などを「人財」と表しています。 

 

○ アジア市場の拡大によるチャンスと脅威 

2030 年にかけて、世界のＧＤＰに占める中国、インドの割合が拡大すると

ともに、他のアジア新興国も経済成長が続き、世界経済の中心が欧米からア

ジアへと移行する動きが強まってくると予想されます。世界的に、ＥＰＡ（経

済連携協定）やＦＴＡ（自由貿易協定）の締結など自由貿易の流れが活発に

なっています。 

一方で、貿易に関する保護主義の動向も注視する必要があります。 

我が国にとっては、国内市場の縮小が見込まれる中、地理的に近接するア

ジアへの巨大市場の形成などのチャンスであるとともに、強力な競争相手の

登場という脅威でもあります。 

 

○ 第４次産業革命がもたらす変化と持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ） 

 ＡＩ、ＩｏＴなどの進化がけん引する第４次産業革命は、産業・雇用構造



7 
 

に大きな変化をもたらすのみならず、健康、医療、金融、公共サービスなど

幅広い分野に影響を与えていくと見込まれます。 

新興国の経済成長、人口増加により、世界的に食料、水、エネルギーの需

要が大幅に増加することが見込まれています。また、地球温暖化や気候変動

などにより、農作物の品質の低下や水害・土砂災害の増加など、地球環境へ

の影響も懸念されます。2015（平成 27）年、国連で、国際社会全体の普遍的

な目標として、「持続可能な開発目標」（ＳＤＧｓ
※

）が採択されました。今後、

2030 年に向けて、世界各国が、経済・社会・環境を巡る課題に取り組んでい

く必要があります。 

  ※ＳＤＧｓ（エスディージーズ）：Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）の略。 

2015 年９月に国連で採択された、先進国を含む 2030 年までの国際社会全体の開発目標。17 のゴー 

ル（目標）とその下位目標である 169 のターゲットから構成される。「誰一人取り残さない（no one  

left behind）」社会の実現をめざし、経済・社会・環境をめぐる広範な課題に統合的に取り組むた 

めの目標。 

 
（２）日本と青森県の動向 

○ 総人口の推移 

我が国の人口は、2015（平成 27）年国勢調査では 1億 2,709 万 5 千人と

前回調査と比べて 96 万 2 千人の減となり、調査開始以来、初めての減少と

なりました。 

国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、2010（平成 22）年の 1億

2,805 万 7 千人をピークに、2055 年には１億人を下回る見通しとなっていま

す。 

本県の人口は、1983（昭和 58）年をピークに、以降減少しており、2015（平

成 27）年国勢調査では 130 万 8,265 人となりました。 

この傾向は今後も継続すると予想されており、国立社会保障・人口問題研

究所では 2035 年に、本県の「まち・ひと・しごと創生青森県長期人口ビジ

ョン
※

」では 2045 年に、100 万人を下回るものと推計しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,085,119

932,028

638,893

476,983

435,472

299,544

2020年

1,231,473
2030年

1,099,309

2040年

1,002,971
2060年

858,857 2075年

803,538
2080年

799,349
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813,091
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400,000

600,000
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27
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32
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47

(2035)

52

(2040)

57

(2045)

62

(2050)

67

(2055)

72

(2060)

77

(2065)

82
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87

(2075)

92

(2080)

97

(2085)

102

(2090)

107

(2095)

112

(2100)

（人）

（年）

図1 総人口の将来展望（青森県）
国立社会保障・人口問題研究所推計値（2045年以降は青森県による推計値※）

青森県長期人口ビジョン推計

（参考１）合計特殊出生率が2035年に1.8、2045年に2.07となった場合

（参考２）合計特殊出生率が2040年に1.8、2050年に2.07となった場合

2010年

1,373,339人

※2045年以降の国立社会保障・人口問題研究所の推計値は、同研究所の推計仮定に基づき、

出生率は1.35で一定、純移動率は2020年まで逓減し、その後一定という仮定で、青森県において推計した。

2080年で

36万4千人の差

2015年

1,308,265人

資料：県企画政策部「まち・ひと・しごと創生青森県長期ビジョン（平成27年8月）
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※「まち・ひと・しごと創生青森県長期人口ビジョン」：まち・ひと・しごと創生法に基づき、本県の

人口の現状や今後のめざすべき将来の方向を提示するため、2015（平成 27）年８月に作成しました。

同ビジョンでは、自然減対策と社会減対策を一体的に進め、次の仮定を実現した場合の本県の総人

口は、2080 年以降、約 80 万人で安定するものと推測しています。 

〈仮定〉 

① 合計特殊出生率
※

：2030 年に 1.8、2040 年に 2.07 へ 

② 平均寿命
※

：2040 年に全国平均  

③ 社会減：2020 年以降減少幅縮小、2040 年に移動均衡 

※合計特殊出生率：１人の女性が一生の間に生むと推定される子どもの数のことで、その年の 15 歳 

から 49 歳までの女性の各年齢別出生率を合計したものです。 

※平均寿命：現在の死亡状況が今後変化しないと仮定したときに、各年齢の人が平均してあと何年 

生きられるかを示したものを平均余命と言い、一般的に０歳児の平均余命を平均寿命と呼んでいま 

す。健康状態を示す包括的指標です。 

 

○ 年齢別３区分人口の推移 

全国の老年人口（65 歳以上）は 2040 年をピークに減少に転じるものの、そ

の割合は上昇を続け、年少人口（15 歳未満）・生産年齢人口（15～64 歳）は、

一貫して減少が続くものと見込まれています。 

一方、「まち・ひと・しごと創生青森県長期人口ビジョン」では、本県の老年

人口は 2025 年をピークに減少に転じるものの、年少人口は 2030 年以降、生産

年齢人口は 2050 年以降に増加に転じるものと見込んでいます。 

 

○ 本県の人口動態の推移 

本県の人口動態（自然動態＋社会動態）を見ると、1996（平成 8）年以降、

マイナスとなっています。 
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図２ 年齢３区分別人口・人口構成割合の推移と将来推計（青森県）

年少人口（15歳未満） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

年少人口割合 生産年齢人口割合 老年人口割合

資料：総務省「国勢調査」、県企画政策部「まち・ひと・しごと創生青森県長期人口ビジョン（平成27年8月）」

（千人） （％）

推計

（年）
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自然動態（出生数－死亡数）については、1999（平成 11）年には死亡数が出

生数を上回り（自然減）、以降、減少幅は拡大傾向にあります。 

社会動態（転入数－転出数）については、景気動向による減少幅の増減はあ

りますが、一貫して転出者が転入者を上回って推移（社会減）しています。 

このように本県の人口減少は、自然減と社会減の両面で進んでいます。 

2010（平成 22）年には、自然動態の減少数が社会動態の減少数を上回り、以

降、人口減少に占める自然動態の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 県内総生産と労働生産性の推移 

県内総生産は着実に増加しており、2015（平成 27）年度は実質で４兆 4,604

億円となり、３年ぶりのプラス成長となりました。 

生産を支えている就業者１人当たり県内総生産（労働生産性）は、2008（平

成 20）年度に 627.2 万円だったものが、2015（平成 27）年度には 683.9 万円

まで向上しています。 

人口減少に伴い就業者が減少していく中にあっても、１人当たりの労働生産

性を向上させることにより、県内総生産を大きく減少させることなく、県内の

経済規模を維持できるものと考えられます。 
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図３ 本県の人口動態の推移

社会増減数

自然増減数

人口増減数

資料:総務省「住民基本台帳人口移動報告」、厚生労働省「人口動態統計」
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図４ 県内総生産・労働生産性の推移
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労働生産性（万円）

（万円、千人） （百万円）

資料：県企画政策部「平成27年度青森県県民経済計算」、内閣府「平成27年度国民経済計算年報」
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「青森県基本計画未来を変える挑戦」における注目指標として設定した１人

当たり県民所得は、2015（平成 27）年度には、前年度との比較で 13 万円増加

（5.6％増）の 246.2 万円、国民所得を 100 とした場合の水準は 2.2 ポイント

増加の 80.5 となり、着実な増加が見られます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 続く東京一極集中 

東京圏への転入超過数は、長期的には減少傾向にあるものの、2017（平成 29）

年の転入超過数は 11 万 9,779 人と前年に比べて増加、22 年連続の転入超過と

なっており、依然として東京一極集中の傾向が続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本県の転出超過数は、本県と全国や東京都、首都圏との有効求人倍率の格差の

拡大に伴って増加傾向にあります。本県も全国と同様の動きで有効求人倍率が

上昇していることから、近年の転出超過数は３年連続で減少傾向にあります。 

資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」

図６ ３大都市圏の転入超過者数の推移（日本人移動者）（1954 年～2017 年） 
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図５ 1人当たり県民所得（青森県、全国）の推移
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資料:県企画政策部「平成26年度県民経済計算(H17年度値)」、「平成27年度県民経済計算(H18～27年度値)」、内閣府「平成27年度国民経済計算年報」

※2006～2015年度値は新基準による数値であり、旧基準による数値である2005年度値とは接続しない。

年度
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○ 東京オリンピック・パラリンピック開催による効果と影響 

日本経済は、2012（平成 24）年末から緩やかな回復基調にあり、景気回復の

期間は「いざなぎ景気」を抜き、戦後２番目の長さとなった可能性があります。 

このような中で開催される東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会

は、訪日観光需要の増加と関連する建設投資の増加、という２つの要因を通じて、

日本経済にプラスの効果を及ぼすものと言われており、本県においても、外国人

観光客の誘致促進や事前キャンプの受入れなど、開催効果の獲得に取り組んで

います。一方で、首都圏企業の人手不足に伴い、東京一極集中の流れが近年更に

強まっており、本県を始め、全国的に若者の転出超過が続いています。 
2020 年以降は、投資や消費の減少に伴う景気の反動が懸念されるものの、地

方への人財還流に向けた本格的なチャンスと考えられます。 

 
○ 進む高齢化と人生 100 年時代の到来 
我が国は、2025 年には、1947（昭和 22）年から 1949（昭和 24）年生まれのい

わゆる団塊の世代が全て 75 歳以上となり、超高齢化時代を迎えます。 
国の推計によると、特に首都圏で 75 歳以上人口の増加率が高くなっていくと

見込まれています。本県の 2030 年における 75 歳以上人口は、2015（平成 27）

年に比べて、およそ 5.5 万人増の 25.6 万人になるのに対し、首都圏（東京都、

千葉県、埼玉県、神奈川県）はおよそ 200 万人増の 591.9 万人と約 1.5 倍に増

加し、その後も増加していくと見込まれています。 
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※首都圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 （各年の数値は前年10月1日～当年9月30日）

資料 ： 厚生労働省「一般職業紹介状況」、県企画政策部「推計人口」

図７ 本県の転出超過数と有効求人倍率格差の推移
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（H29)（年)
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高齢化が著しく進行すると、介護人財の不足や獲得競争の激化、単身世帯の増

加による孤独や支え合いなどの問題が顕在化してくると考えられます。 
一方で、医療技術の進歩や健康意識の向上などにより、健康寿命が更に延伸し、

「人生 100 年時代」の到来が見込まれています。生産年齢人口が減少する中に

あって、意欲ある高齢者が、各産業分野における働き手や地域づくりの担い手と

して活躍することが期待されます。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ Ｓｏｃｉｅｔｙ5.0
※

の実現へ 

 第４次産業革命の新たな技術革新によって、本県のみならず我が国全体にお

いて、経済活動や雇用環境なども含めた地域社会のあり方が大きく変化してい

くものと考えられます。 

 国は、先端技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れ、経済発展と社会的課題

の解決を両立していく新たな社会として、「Ｓｏｃｉｅｔｙ5.0」の実現をめざし

ています。 

 生産年齢人口の減少が進む我が国が、今後も一定の経済規模を維持していく

ためには、ＡＩやＩｏＴなどを活用し、農業、ものづくり、医療・介護、交通な

ど、あらゆる産業・生活分野において、イノベーション
※

による新たな価値の創出

を図るとともに、生産性を向上させ、国際的な競争力を高めていく必要がありま

す。 

 本県においても、最先端技術が基盤となり、社会・生活のあり方を大きく変革

していく潮流を見据え、ＩｏＴを活用したビジネスイノベーションの創出など、

新たな産業分野へのチャレンジが求められています。 
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図８ 75歳以上人口（推計）の増加率（首都圏、青森県）

青森県 首都圏合計

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年3月推計）」※首都圏：東京都、千葉県、神奈川県、埼玉県

※増加率：2015年を100とした場合の割合
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 「Ｓｏｃｉｅｔｙ5.0」の実現により、人口減少や超高齢化の進展に伴って生

じる様々な課題の解決と、私たちの生活の質の向上が期待されます。 
※Ｓｏｃｉｅｔｙ5.0：狩猟社会、農耕社会、工業社会、情報社会に続く新たな社会を指し、サイバー空間

（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課

題の解決を両立する、人間中心の社会のことです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※イノベーション：既存のモノ、仕組みなどに対して、全く新しい技術や考え方を取り入れて新たな価値

を生み出し、社会的に大きな変化をもたらす変革のことです。 

 

○ 多様化の進展 

 第４次産業革命の進展は、民泊やカーシェアリングに代表されるシェアリン

グ・エコノミー
※

の浸透、仮想通貨
※

を始めとする金融とＩＣＴを組み合わせたフィ

ンテック
※

の普及など、私たちの暮らしの幅広い分野に影響を与えると考えられ

ます。 

 働き方の見直しの機運が高まる中、テレワーク
※

の拡大や、単純作業や定型的な

業務へのＡＩの活用による就業構造の変化が進むとともに、インターネットや 

ＳＮＳ
※

の普及などにより、一つの分野に強い関心や知識、独自の視点、創造力な

どを持つ人財やＩＣＴを介して結びついた多様な人財が新しい分野の仕事を生

み出すなど、職業やライフスタイルの多様化が更に進むと見込まれます。 
※シェアリング・エコノミー：個人等が保有する活用可能な資産等を、インターネットを介して他の個人

等も利用可能とする経済活性化活動のことです。 

※仮想通貨：紙幣や硬貨のような現物を持たず、電子データのみでやり取りされ、特定の国家による価値

の保証がない通貨のことです。 

図９ Ｓｏｃｉｅｔｙ5.0 で実現する社会 

資料：内閣府ホームページ 
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※フィンテック：インターネットや IT 技術を活用した新しい金融サービスのことです。 

※テレワーク：ＩＣＴ技術を活用した、場所や時間にとらわれない柔軟な働き方のことです。 

※ＳＮＳ：ソーシャル・ネットワーキング・サービスの略称。人と人とのつながりを促進・サポートする、

コミュニティ型の Web サイト。友人・知人間のコミュニケーションを円滑にする手段や場を提供したり、

趣味や嗜好、居住地域、出身校、あるいは「友人の友人」といったつながりを通じて新たな人間関係を構

築する場を提供する、会員制のサービスのことです。 

 
○ 増加する自然災害の脅威 

西日本に大きな被害をもたらした平成 30 年 7 月豪雨など、近年、我が国は、

地球温暖化に伴う気候変動の影響により、毎年のように、観測史上類を見ないよ

うな豪雨に見舞われ、甚大な被害を受けています。 

また、近年、東日本大震災を始めとする巨大地震が各地で発生し、今後の大規

模地震の発生も懸念されているところです。 

本県においては、これまで、幾度となく大きな災害による被害を受けてきたと

ころであり、過去の教訓を生かし、関係機関と連携を図りながら、「命と暮らし

を守る青森県」を実現していくことが求められています。 

 

○ 2030 年に向けて 

この計画の最初の年となる 2019 年、平成が終わり、我が国は新たな時代を迎

えます。 
東日本大震災から 10 年が経過する 2021 年は、現在の青森県が誕生してから

150 年の節目の年でもあります。2025 年には第 80 回国民スポーツ大会の本県開

催、2030 年度中には北海道新幹線札幌開業が予定されています。 

この間、我が国、そして本県においては、人口減少・高齢化が進行し、厳しい

局面が続きます。一方で、第４次産業革命の進展は、現在の社会経済システムに、

従来の価値観では捉えきれない大きな変革をもたらす可能性があります。 

 今後、社会環境がどの程度変化するのかに関わらず、人口減少、高齢化は確実

に進みます。人口減少社会への対応をしっかりと進めるとともに、本県のこれま

での取組の実績や築き上げてきた人的ネットワークを生かし、「世界へ打って出

る」という意欲を持ち、県民一丸となって立ち向かっていかなければなりません。 

2030 年に向けて、確実にやってくる未来への危機感をしっかりと持つ一方で、

過度な悲観論には陥らず、変わることを恐れず、勇気を持って未来にチャレンジ

していく必要があります。 
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２ これまでの成果と今後の可能性 

  

（１）これまでの取組の成果 

   「青森県基本計画未来を変える挑戦」では、本県の強みをとことん伸ばし、

課題は伸びしろの大きいチャンスと捉え、「産業・雇用」、「安全・安心、健

康」、「環境」、「教育・人づくり」の４分野に基づき、戦略プロジェクトによ

る重点化を図りながら取組を進めてきました。 

   特に、生活の基盤となる魅力ある「しごと」をつくり、多様な雇用を生み

出し、そこで生まれた収入を地域の中でしっかり循環させる、「経済を回す」

視点を重視した取組を進めてきており、具体的な成果が着実に現れてきて

います。 

 

 ＜産業・雇用分野＞ 

○ 成長する農林水産業 

2004（平成 16）年度から「攻めの農林水産業」をスタートさせ、大手量

販店等における戦略的なトップセールスの展開やバイヤーを招いた商談

会の開催などにより、県産農林水産品の国内外での取引が拡大しています。

新たな流通サービスである「Ａ！Ｐｒｅｍｉｕｍ
※

」が構築されたことによ

り、移出・輸出環境が充実し、西日本やアジアにも販路が広がっています。 

あおもり米「青天の霹靂」を始めとする安全・安心で高品質な県産品づ

くりとともに、販路の開拓を進めてきたことで、本県の農業産出額、県産

農林水産品の輸出額ともに順調に伸びており、農家の所得向上にもつなが

っています。 

地域経営体が着実に増加し、新規就農者が 2012（平成 24）年度以降毎

年度 200 人以上で推移するなど、農山漁村の「地域経営」
※

を支える組織や

人財が育っています。 

  ※Ａ！Ｐｒｅｍｉｕｍ：輸送時間の短縮と鮮度・品質を保持した付加価値の高い物流により、農林水

産品等の国内外への流通拡大を物流面で支援することを目的に、公募手続きを経た連携協定に基づ

き、青森県とヤマト運輸株式会社が構築した本県独自の新しい流通サービスのことです。 

  ※（農山漁村の）「地域経営」：本県では、地域を１つの経営体（会社）に見立て、そこで生産される農

林水産物や農地、担い手、文化などあらゆる資源を最大限に活用して、地域全体の経済や雇用・暮

らしを守っていく（経営していく）仕組みを「地域経営」と表現しています。その活動の主体となる

組織等を「地域経営体」と言います。 
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 （主な成果） 

 ・国内大手量販店の県産農林水産品通常取引額  

261 億円（2013 年度）→272 億円（2016 年度） 

 ・農業産出額         ２年連続 3,000 億円突破（2015、2016 年） 

※13 年連続東北１位 

・県産農林水産品の輸出額   175 億円（2013 年）→294 億円（2016 年） 

・農家一戸当たりの農業産出額 756 万円（2013 年）→961 万円（2016 年） 

 ・「Ａ！Ｐｒｅｍｉｕｍ」利用実績 

 3,532 個（2015 年度）→6,290 個（2017 年度） 

   ※翌日午前配達可能なエリアの人口カバー率が 89.8％に拡大 

  ・あおもり米「青天の霹靂」   ４年連続（※）で「特Ａ評価」取得 

                 ※2014 年産の参考品種を含む。 

  ・地域経営体数  202 経営体（2013 年度）→288 経営体（2017 年度） 

  ・新規就農者数  2012 年度以降毎年度 200 人以上で推移 

 

 

○ 国内外からの観光客の増加 

積極的な魅力発信による認知度・知名度向上のほか、北海道新幹線の開業、

クルーズ船寄港数の着実な増加、国際定期便・チャーター便の新規就航・増

便などの好機を捉え、周遊観光
※

・立体観光
※

の推進や冬季観光の充実などに取

り組みました。特に、訪日観光客が増加し、2017（平成 29）年の外国人延べ

宿泊者数（従業員数 10 名以上の施設）は 242,980 人泊で東日本大震災前の

2010（平成 22）年に比べて４倍以上となり、前年からの伸び率は全国１位と

なりました。観光消費額も堅調に推移しています。 

  ※周遊観光：自然、食や文化・習慣、祭りなどの体感、名所・旧跡の見学を目的に、複数の観光地を移

動し宿泊地を変えて行く旅行形態のことです。 

  ※立体観光：鉄道、フェリー、航空など、陸・海・空の既存の交通網を組み合わせた旅行形態のことで

す。 

 

（主な成果） 

・外国人延べ宿泊者数  57,130 人泊（2013 年）→242,980 人泊（2017 年） 

 （従業員数 10 名以上の施設） 

・観光消費額      1,478 億円（2013 年）→1,814 億円（2016 年） 

・クルーズ船寄港回数  25 回（2017 年） ※国内外 
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○ 創業・起業の増加 

 創業支援拠点を県内８市に拡充し、専門家による伴走型支援を実施しまし

た。 

県内の創業者数は大幅に増えており、2017（平成 29）年度は過去最高の

129 人となりました。 

若者・女性の創業や、地域資源の活用、ＩＴサービス関連等の多様な分野

における創業が広がってきています。 

 

（主な成果） 

・創業者数    43 人（2013 年度）→129 人（2017 年度） 

→５年間累計で 401 人（2013-2017 年度） 

 

 

  ○ ライフ産業の振興 

   「青森ライフイノベーション戦略」に基づき取組を進め、ライフ産業新規

事業分野参入企業数は累計 21 社となり、プロテオグリカン
※

関連商品は 279

品目が発売され、累計製造出荷額は約 164 億円（2017（平成 29）年９月現

在）に達しました。 

  ※プロテオグリカン：弘前大学がサケの頭部鼻軟骨から抽出する技術の開発に成功した、保湿性に優

れたコラーゲンやヒアルロン酸をしのぐ軟骨の主成分です。 

 
（主な成果） 

  ・プロテオグリカンの商品化数・累計出荷額（2017 年９月現在） 

279 品目、164 億円 

 

 

 ＜安全・安心、健康分野＞ 

○ 健康長寿県の実現に向けて 

「青森県基本計画未来を変える挑戦」における注目指標として設定した平

均寿命は、男女とも全国最下位ではあるものの着実に延びており、2015（平

成 27）年の男性の平均寿命の延び幅が全国第３位になり、全国との格差が縮

小するなど、徐々に県民の健康づくりに向けた取組の成果が現れています。 

県では、「だし活
※

」による減塩の推進など食生活の改善や、糖尿病対策・

肥満予防対策・喫煙防止対策などの生活習慣病予防、自殺予防対策、総合的

ながん対策などに取り組んできています。 
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2018（平成 30）年４月から５月にかけて実施した「青森県民の意識に関す

る調査」において、「病気のときに適切な診断や治療が受けられること」が

最も重要度が高い項目となるなど、県民の健康に対する意識は確実に高まっ

てきています。 

  ※だし活：県産だし等を活用しておいしく減塩を推進し、健康の増進と平均寿命の延伸、県産農林水

産物の付加価値向上による生産者の所得向上をめざす本県独自の取組です。 

 

（主な成果） 
  ・平均寿命     男性 77.28 歳（2010 年）→78.67 歳（2015 年） 

※延び幅全国３位 

女性 85.34 歳（2010 年）→85.93 歳（2015 年） 

  ・小売用「できるだし」商品出荷数  278,899 個（2018 年 2 月現在） 

  ・一日当たり野菜摂取量  265ｇ（2010 年度）→300ｇ（2016 年度） 

 

 

○ 子どもを産み育てやすい環境づくり 

自然減対策として、子どもを産み育てやすい環境づくりと、結婚・妊娠・

出産・子育てを社会全体で支援する気運の醸成を進めてきました。 

本県の出生数は全国と同様に、長期的に減少傾向で推移しており、2017（平

成 29）年は前年から 591 人の減少となる 8,035 人となりました。合計特殊

出生率は 2009（平成 21）年には 1.26 まで低下しましたが、近年は上昇傾向

にあり、全国水準まで回復しています。 
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（主な成果） 
  ・合計特殊出生率  1.26（2009 年）→1.43（2017 年） 

  ・あおもり出会いサポートセンターの成婚報告者数（2017 年度までの累計） 

→195 人 

 

＜環境分野＞ 

○ 県民一丸となった３Ｒの推進 

「もったいない・あおもり県民運動
※

」を展開し、ごみの削減、資源回収

の必要性についての普及啓発や３Ｒ
※

の実践方法についての情報発信など、

市町村や事業者と連携しながら取組を進めてきました。 

2016（平成 28）年度の生活系ごみ排出量は初めて「第３次青森県循環型

社会形成推進計画」に掲げる目標値を下回るなど、１人１日当たりのごみ

排出量やリサイクル率は着実に改善しています。 

  ※もったいない・あおもり県民運動：県民や事業者、各種団体、行政など多様な主体がパートナーシ

ップの下、これまでのライフスタイルを見直し、「もったいない」の意識をもって、「地球温暖化対

策」と「３Ｒ」の推進に一体的に取り組む県民運動です。 

  ※３Ｒ：リデュース（Ｒｅｄｕｃｅ：発生抑制＝「ごみ」は出さない）、リユース（Ｒｅｕｓｅ：再

使用＝使える「もの」は繰り返して使う、リサイクル（Ｒｅｃｙｃｌｅ：再生利用＝再び資源とし

て利用する）の３つの頭文字「Ｒ」を取ったもので、環境配慮行動のキーワードとして使われてい

ます。 

 

 

（主な成果） 

・１人１日当たりごみ排出量 1,069g（2013 年度）→1,004ｇ（2016 年度） 

・リサイクル率 13.7％（2013 年度）→15.3％（2016 年度） 

※全国最下位を脱出 

 

 

＜教育・人づくり分野＞ 

○ 地域を支える人財の活躍の広がり 

県内高等学校からの医学部医学科合格者数は 2008（平成 20）年以降、毎

年 70 人以上で推移しています。 

県では、「あおもり立志挑戦塾
※

」や「若手農業トップランナー塾
※

」など地

域経済を支える人財の育成やチャレンジの支援に取り組んできています。こ

うした取組により育った人財が、県内各地の様々な分野で活躍しています。 
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「奥入瀬サミット
※

」の開催などにより地域を活性化する女性人財の交流 

の輪が広がりを見せているほか、「あおもり女性建設技術者ネットワーク会

議
※

」の設立や「あおもり女子就活・定着サポーターズ（あおもりなでしこ
※

）」

の結成など、女性の活躍促進に向けたネットワーク化が進みました。 

   首都圏等から本県への移住に関する相談件数も増加しています。 

※あおもり立志挑戦塾：チャレンジ精神、豊かな発想力、広い視野を持って、創業・起業、経営革新、

地域活性化に果敢に挑戦していく人財の育成とネットワークづくりを目的に、2008（平成 20）年度

から取り組んでいます。 

※若手農業トップランナー塾：柔軟な発想と大胆な行動力、経理会計力やマーケティング力を持って、

本県農業の新たなステージを切り開き、果敢に農業にチャレンジする人財を育成するもので、2008

（平成 20）年度から取り組んでいます。 

※奥入瀬サミット：女性リーダーの人財育成とネットワークづくりをめざし、2012（平成 24）年度か

ら開催しているものです。  

※あおもり女性建設技術者ネットワーク会議：女性建設技術者が自ら働く環境について、調査・研究

し、より良い職場環境を自らが提案することにより、建設業界の意識啓発を進め、労働環境の改善

を図ることを目的に、2015（平成 27）年度に設立されたものです。  

※あおもり女子就活・定着サポーターズ（あおもりなでしこ）：女性の活躍を推進する県内企業等で輝

きながら働く女性社員の方々の姿を、県内外の女子学生・県内の若手女性社員に直接伝えることで

県内企業等への就職・定着を促進することを目的に 2017（平成 29）年度に結成されたものです。 

 

 （主な成果） 

・医学部医学科合格者数  2008 年以降 70 人以上で推移 

  ・「あおもり立志挑戦塾」修了者数  累計で 233 人を輩出 

  ・移住相談件数  254 件（2015 年度）→897 件（2017 年度） 

  ・移住者数  26 人（2015 年度）→64 人（2017 年度） 

※「青森暮らしサポートセンター」移住相談登録分 

 

○ 世界に向けた縄文文化の発信 

   特別史跡三内丸山遺跡に代表される「北海道・北東北の縄文遺跡群」は、

2009（平成 21）年１月５日にユネスコの世界遺産暫定一覧表に記載されて

以降、本県を始め北海道、岩手県及び秋田県の４道県の関係自治体共同で早

期の登録実現をめざし、推薦書案の作成などの条件整備や学術的価値の浸

透を図るとともに、縄文遺跡群の更なる認知度向上と世界文化遺産登録を

後押しする気運醸成の取組を進めてきました。 

   2018（平成 30）年７月 19 日に国の文化審議会でユネスコへの推薦候補に

選定されるなど、登録準備が進むとともに、国内外で縄文遺跡群の認知度や

評価が着実に高まっています。 
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・「北海道・北東北の縄文遺跡群」 世界文化遺産国内推薦候補決定 

（2018 年７月 19 日） 
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（２）青森県の多様性と可能性  

○ 世界へ広がる「あおもりアグリ」 

 本県の豊かで安全・安心な食資源は、県民の誇りです。 

 本県初の特Ａ米「青天の霹靂」が、トップブランドとして県産米全体をけん

引するとともに、おうとう「ジュノハート」もデビュー間近となっており、こ

うした本県独自のブランドが、青森の食の価値を更に引き上げていくことが

期待されます。 

ＴＰＰ
※

や日ＥＵ・ＥＰＡ
※

など我が国を取り巻く自由貿易の流れが加速する

中、関税の削減・撤廃に伴う外国産農林水産物の輸入増加など、本県の農林水

産業への影響が懸念される一方で、今後急成長が見込まれるアジアなど海外

市場を見据えると、巨大な自由貿易圏の誕生は、本県の農林水産物の輸出の観

点からは大きなチャンスとも言えます。 

国内市場に目を向けると、我が国の超高齢化時代の到来に伴い、中食
※

、介護

食、健康食などの市場の成長が見込まれます。 

本県が開始した新流通サービス「Ａ！Ｐｒｅｍｉｕｍ」の展開により、新鮮

な食材の販路は西日本やアジアへと劇的に拡大しています。 

「だし活」や「あおもり食命人
※

」など、県民の食習慣改善という本県の課題

解決に向けた取組が、これからの時代に合った食生活の提案となっていくこ

とも期待されます。 

今後、本県の食は、日本国内、そして世界へ広がる大きな可能性を有してい

ます。 

※ＴＰＰ：Trans-Pacific Partnership（環太平洋パートナーシップ協定）の略称。モノの関税だけで

なく、サービス・投資の自由化を進め、更には知的財産、電子商取引、国有企業の規律、環境など、

幅広い分野で 21 世紀型のルールを構築する経済連携協定のことです。 

※ＥＰＡ：Economic Partnership Agreement（経済連携協定）の略称。貿易の自由化に加え、投資、人

の移動、知的財産の保護や競争政策におけるルール作り、様々な分野での協力の要素等を含む、幅広

い経済関係の強化を目的とする協定のことです。 

※中食：市販の弁当や総菜などを購入し、自宅や職場などに持ち帰ってから食べる食事の形態のこと

です。 

※あおもり食命人：「新鮮で安全・安心な旬の県産食材を生かした健康的な食事（＝いのちを支える食）

をつくる人」という意味の造語です。 

 

○ 飛躍する「あおもりツーリズム」 

国は、2030 年の訪日外国人旅行者数 6,000 万人実現を目標に、外国人観光

客の誘致（インバウンド）の促進に取り組んでいます。2019 年ラグビーワー
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ルドカップ、東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会などの国際的

なスポーツイベントを控え、更なる増加の大きなチャンスを迎えています。 

本県においても、青森・ソウル線や 2017（平成 29）年に就航した青森・天

津線、年々増加している台湾からのチャーター便など、国際定期便・チャータ

ー便の充実に伴い、着実に外国人宿泊者数が増加しています。 

本県が提唱してきた「立体観光」は着実に成果を挙げ、特に海外で知名度の

高い函館市を始めとする北海道との周遊は、今後、大きな可能性を有していま

す。インバウンド需要の拡大は、本県観光にとって長年の課題であった冬季観

光の振興の観点からも、大きな期待が寄せられています。グリーン・ツーリズ

ム
※

の農林漁家民泊も 2017（平成 29）年度、過去最高を記録し、農山漁村の活

性化が期待されます。 

  本県は、美しい自然景観、温泉、食、伝統文化、更には、世界自然遺産の白

神山地、世界文化遺産登録をめざす特別史跡三内丸山遺跡を始めとする縄文

遺跡群など、多様な観光資源を有しています。 

  二次交通やＷｉ-Ｆｉ環境・多言語表記を始めとする受入環境の整備など、

「選ばれる地域」となるためには多くの課題がありますが、四季それぞれに特

長を有する本県の観光資源は、日本人観光客のみならず外国人観光客にとっ

ても魅力的であり、今後、更なる発展が期待できます。 
※グリーン・ツーリズム：緑豊かな農山漁村で、その自然、文化、人々の交流を楽しむ滞在型の旅行ス

タイルのことです。 

 

○ 新たな産業創出が期待される「あおもりライフ」 

我が国は、超高齢化時代の到来により、今後、医療・健康・福祉関連サービ

スの需要の増加が見込まれます。 

本県は、「青森ライフイノベーション戦略」に基づき、青森県の持続的な経

済成長を支える「次の基幹産業」をつくることをめざしており、重点分野の１

つであるプロダクト分野では、プロテオグリカンによる新たな健康美容食品市

場が創出され、参入企業数や商品が順調に増加しています。 

弘前大学の革新的イノベーション創出プログラム（ＣＯＩ
※

）拠点では、弘前

市岩木地区の住民の健康に関する調査で蓄積されたビッグデータを解析し、疾

患予防法の開発などに取り組んでいます。 

本県の産学官金によるライフ（医療・健康・福祉）関連産業の振興に向けた

取組の蓄積は、今後の大きな可能性を有しています。 
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※ＣＯＩ：Center Of Innovation の略称。10 年後、どのように社会や人が変わるべきか、そのめざす

べき社会像を見据えたビジョン主導型のチャレンジング・ハイリスクな研究開発を文部科学省が支援

するものです。その拠点の一つである弘前大学では、本県住民のコホート研究による膨大な健康情報

を解析し、「疾患予兆発見の仕組みの構築」と「予兆に基づいた予防法の開発」等により、リスクコ

ンサーン型の予防医療（罹患を予防することに焦点を絞った医療サービス）等に、医療関係者を含む

産学官金が一体となって取り組んでいます。 

 

○ 産業と人財が集まり、世界に貢献する「あおもりグリーン」 

世界的な人口増加と経済成長が進展し、地球規模で、エネルギーの需要増加

が見込まれています。 

一方で、国際的には、地球温暖化対策のため、温室効果ガスの大幅な排出削

減が求められています。 

本県は、風力発電の設備容量が 10 年連続で全国１位（2008（平成 20）～2017

（平成 29）年）になるなど、再生可能エネルギーの豊富な賦存量に加え、エ

ネルギー関連施設が集積し、先端技術の実証実験も行われており、今後、グリ

ーン（環境・エネルギー）関連産業の創出が期待されます。 

 

○ 青森県の地理的優位性 

現在、アジア・北米航路のコンテナ船の約３割は、津軽海峡に集中していま

す。将来的に北極海航路
※

の商業利用が実現した場合、本県は、欧州とアジア、

北米とアジアをつなぐグローバル物流の中継拠点となる可能性があると言わ

れています。 

また、2016（平成 28）年の北海道新幹線開業により、今後、観光・ビジネ

スに加え、医療、教育など各分野で道南との交流が活性化するとともに、2030

年度中に予定されている札幌延伸や青函トンネルを含む青函共用走行区間で

の高速走行実現により、札幌都市圏と仙台都市圏の中間に位置する津軽海峡

交流圏の形成が期待されます。 

今後、グローバル化の更なる進展や、県域を越えた連携が見込まれる中、津

軽海峡に面し、北海道と海を隔てて向かい合う本県は、物流や人的交流を始め

とする様々な面で、地理的に大きな可能性を有していると考えられます。 

※北極海航路：北極海を経由してアジアと欧州を結ぶ航路で、現在は砕氷船の先導により夏季のみ運航

が可能となっています。 

 

○ 青森県の暮らしやすさ 

  「青森県民の意識に関する調査」によると、全体の 63.6％が本県を「暮ら



25 
 

しやすい」と感じています。また、各種統計調査の結果によると、本県は、通

勤時間は全国第６位の短さであり、2018（平成 30）年４月１日時点の待機児童

数はゼロ、住宅地の平均価格（１㎡当たり）は全国２番目に低く、マイホーム

を持ちやすいなど、新鮮な食や豊かな自然はもとより、暮らしの様々な局面に

おいて、全国に比べて優位な指標があります。 

  インターネットで全世界とつながることで、今後、仕事の面でも暮らしの面

でも、東京など大都市に住んでいなければ実現できないことは減り、働き方や

ライフスタイルの多様化が更に進むことで、暮らしやすさを重視する人々が増

えてくると見込まれます。また、地球温暖化の影響により、近年、日本各地で

過去最高気温を記録するなど、猛暑が常態化し、国民生活に影響を与えていま

す。そうした地域に比べると、夏場の冷涼な本県の気候は格段に快適であり、

テレワーク等による柔軟な働き方を志向する人たちにとっても、本県の暮らし

やすさは大きな魅力であると考えられます。人生の価値観が多様化していく中

で、本県が持つ暮らしやすさという財産は、これから更に評価が高まり、ＵＩ

Ｊターンや移住の促進に向けたチャンスになることが期待されます。 

 

○ 青森県のイメージ 

本州最北端に位置し、首都圏から離れていることは、本県にとって、大変大

きなハンディとなっていましたが、高速交通網の整備、インターネットの発達

等により、本州最北端に位置することは、ハンディではなくなりつつあります。   

むしろ、最北端であることや特徴的な形などから、県外・海外の方々にとっ

てもイメージがつきやすく、訴求力があることは、これからの本県にとっての

大きな可能性と考えられます。 

  青森県と世界が直接つながる時代となり、本県の良いイメージを世界に届

ける大きなチャンスが広がっています。 
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３ 今後の大きな課題 

○ 若者、女性の県外流出 

本県は自然減と社会減の両面から人口減少が進んでおり、進学や就職を契

機とした若者の県外転出が社会減の大きな要因となっています。 

中でも女性の県外転出は、出生数の減少につながるなど、将来にわたって

の影響が考えられます。 

県ではこれまで、若者や女性の県内定着・還流に向け、本県の魅力ある「暮

らし」や「しごと」の情報発信を通じた生徒・学生・保護者・教員・県内企

業の相互理解の促進や、移住・ＵＩＪターン希望者に対する相談体制の充実、

結婚・出産・子育て支援や女性が働きやすい環境づくりなどに粘り強く取り

組んできました。 
依然として、若者や女性の社会減が続いている状況にありますが、社会減

の減少幅を 2010（平成 22）年までの５年間と 2015（平成 27）年までの５年

間で比較すると、減少幅は縮小しています。 

引き続き、若者や女性の県内定着・還流を進めるための多様で魅力あるし

ごとづくりが重要となっています。 
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図11 県内高校卒業就職者の県内就職率

※各年3月卒 資料：県教育庁「高等学校等卒業者の進路状況」
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○ 各産業分野における人手不足の顕在化と労働生産性の向上 

＜人手不足の顕在化＞ 

全国の有効求人倍率は 1.54 倍（2017（平成 29）年度平均）と高い水準

を維持しており、本県においても 2016（平成 28）年度以降１倍を超えて

います。 

「建設業」、「医療・福祉」、「宿泊・飲食サービス」、「製造業」など、多

くの産業分野で慢性的な人手不足が顕在化しており、「農林水産業」にお

いても、高齢化による担い手不足や繁忙期の補助労働力の確保が課題とな

っています。 

2018（平成 30）年４月に県が実施した「企業・団体等の意識に関する調

査」では、７割（73.0％）以上の企業等が人手不足を実感しており、約５

割（49.8％）が、５年後において人手不足感が増すと考えています。 

一方で、「一般事務」は、求職者数が求人数を大幅に上回り、特に女性の

求職者数が多いなど、いわゆる「雇用のミスマッチ」状態にあり、労働力

の適正配分が課題となっています。 

本県の労働力人口は、少子化・高齢化を背景に減少傾向にあります。全

体の就業者数が減少している中で、女性や高齢者の就業率が増加していま

す。特に、30 代女性の就業率が増加しており、Ｍ字カーブ
※

がほとんど見ら

れなくなっています。 

人手不足は、各産業分野での経済活動の縮小に止まらず、地域生活サー

ビスを支える担い手がいなくなることによって、交通や買い物、食事など

生活への影響も懸念されます。 
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資料：県企画政策部「人口移動統計調査」

図13 年齢別社会増減数（2005～2010と2010～2015の比較）
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※Ｍ字カーブ：女性の年齢階級別就業割合をグラフで表したときに描かれるＭ字型の曲線のことで、

学校卒業後の年代で上昇した後、結婚・出産期に当たる 30 歳代で一旦低下し、育児が落ち着いた後

に再び上昇する状況を表しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本県の産業別就業者数は、卸売業・小売業が最も多く、地域で最も多く雇

用を生み出す産業となっています。近年、卸売業・小売業などの就業者が減

少しているのに対し、医療・福祉の就業者が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15 人手が不足している主な産業（2017 年）
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図14 有効求人倍率の推移（年度平均）

（新規学卒者を除きパートタイムを含む）
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資料：青森労働局「職業安定業務統計」
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＜労働生産性の向上＞ 

各産業別の労働生産性を見ると、農林水産業は全国水準よりも高い一方、

建設業や卸売・小売業は全国水準を下回っています。 

過去 10 年間の成長率を見ると、農林水産業が伸びている一方、運輸・

郵便業や宿泊・飲食サービス業、保健衛生・社会事業などの成長率が低く

なっています。 

労働生産性を引き上げるためには、本県の強みである農林水産業や製造

業の労働生産性の更なる向上に加え、卸売・小売業など全国水準を下回る

産業の生産性向上が求められます。また、今後更なる成長が期待される農

林水産業、宿泊・飲食サービス業や、社会的ニーズの高まる保健衛生・社

会事業は、他業種に比べ一人当たり労働生産性が低く、これを高めていく

ことが重要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 2025 年超高齢化時代への対応 

2025 年には、団塊の世代が全て後期高齢者となり、これまでに経験したこ

とのない超高齢化時代を迎えます。保健・医療・福祉ニーズの増大によるサー

ビスの低下、商店街での空き店舗の増加、公共交通機関の利便性低下など、県

民生活への様々な影響が懸念されています。 
県民の誰もが、地域で生まれ、地域で育ち、地域を助け、地域で安心して老

後を迎えることができる「青森県型地域共生社会」の実現に向け、保健・医療・

福祉体制の一層の充実と、様々な生活機能の確保・提供体制の構築を図る必要

があります。 
 

-60

-40

-20

0

20

40

60

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

農
林
水
産
業

鉱
業

製
造
業

電
気
・
ガ
ス
・水
道
業

建
設
業

卸
売
・小
売
業

運
輸
・郵
便
業

宿
泊
・
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業

情
報
通
信
業

金
融
・
保
険
業

不
動
産
業

専
門
・
科
学
技
術
、

業
務
支
援
サ
ー
ビ
ス
業

公
務

教
育

保
健
衛
生
・社
会
事
業

そ
の
他
の
サ
ー
ビ
ス

図20  経済活動別労働生産性の水準(全国=100)

全国水準 成長率

資料：内閣府「平成27年度国民経済計算年報」、県企画政策部「平成27年度青森県県民経済計算」
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図 21 75 歳以上 食料品アクセス困難人口の割合 （2015 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注1 「アクセス困難人口」とは、店舗まで 500ｍかつ自動車を利用できない 65 歳以上高齢者を指す。 

注2 「75 歳以上アクセス困難人口の割合」とは、75 歳以上人口に占める 75 歳以上アクセス困難人口の割合を

表わす。 

注3 店舗は生鮮食料品販売店舗、百貨店、総合スーパー、食料品スーパー、コンビニエンスストアである。 

                       資料「農林水産政策研究所」 

 

○ 平均寿命・健康寿命の延伸 

2015（平成 27）年の本県の平均寿命は男性 78.67 歳、女性 85.93 歳で、男

女とも着実に延伸し、特に５年前と比べた男性の延び幅は全国第３位となり、

全国との格差は着実に縮小しています。 

しかしながら、都道府県別では依然として男女とも最下位となっており、

がんによる死亡率や、働き盛り世代（30 歳～64 歳）の男性の死亡率が、全

国平均と比べて高いことが影響していると考えられます。 
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図22 平均寿命の推移（青森県、全国）
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資料：厚生労働省「平成27年都道府県別生命表」
（S40） （H２） （H27）（年）
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本県と全国の生存数の格差は 40 代後半から拡大しており、若い世代の早

世が課題となっていますが、その差は縮まってきており、改善傾向にありま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、本県の平均寿命を国別の比較に当てはめると、男性はドイツと並ん

で第 21 位、女性はシンガポールに次いで第３位に相当します。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

健康上の問題がなく、日常生活が制限されることなく送ることができる 

期間は「健康寿命」と呼ばれています。本県の健康寿命は 2016（平成 28）

年の推計値で男性が 71.64 歳で全国第 34 位（全国平均：72.14 歳）、女性が

75.14 歳で全国第 20 位（全国平均 74.79 歳）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

表２　都道府県別健康寿命の順位（2016年）

順位 都道府県名 歳 順位 都道府県名 歳

1 山　梨 73.21 1 愛　知 76.32

2 埼　玉 73.10 2 三　重 76.30

3 愛　知 73.06 3 山　梨 76.22

4 岐　阜 72.89 4 富　山 75.77

5 石　川 72.67 5 島　根 75.44
・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

34 青森 71.64 20 青　森 75.14

72.14 74.79

資料：厚生労働省｢健康日本２１（第二次）推進専門委員会資料｣
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図23 男性の生存曲線の比較（青森県、全国、滋賀県）

青森県生存数 全国生存数 滋賀県生存数

資料：厚生労働省「平成27年都道府県別生命表」

全国平均寿命80.77年

滋賀県平均寿命81.78年

（全国第1位）

青森県平均寿命78.67年

（全国第47位）

表１　平均寿命の男女国別順位（2015年）

順位 国名 年齢 備考 順位 国名 年齢 備考

1 スイス 81.3 1 日本 86.8

2 アイスランド 81.2 2 シンガポール 86.1 青森県85.93

3 オーストラリア 80.9 3 韓国 85.5

4 スウェーデン 80.7 3 スペイン 85.5

5 イスラエル 80.6 5 フランス 85.4

6 イタリア 80.5 6 スイス 85.3

6 日本 80.5 ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

21 ドイツ 78.7 青森県78.67 ・ ・ ・

資料：厚生労働省｢平成27年都道府県別生命表 ｣、WTO「世界保健統計2016」

女性（歳）男性（歳）
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４ 今後重視していく取組の方向性 

本県が抱える大きな課題を乗り越えていくため、以下の視点を重視して取組

を展開していきます。 

 これまでの取組の成果や課題を踏まえながら、前例にとらわれず、新たな取

組にも臆することなく、強い意志を持ち、分野横断でめざす姿の実現に向かっ

てチャレンジします。 

 

  ① 経済を回す 

人口減少社会にあっても、県民の誰もが、この青森の地で安心して暮ら

していくことができる、持続可能な地域づくりを着実に進めていくために

は、地域において魅力ある「しごと」をつくり、多様な雇用を生み出し、

そこで生まれた収入を地域経済の中でしっかりと回していく「経済を回す」

仕組みづくりが重要です。 

「経済を回す」仕組みづくりは、今後の超高齢化時代において、「生業」

と「生活」が循環する持続可能な地域づくりを進めていく上での基盤とな

るものです。 

「本県の豊富な地域資源を生かし、高品質な県産品づくりを進めるこ

と」、「高品質な県産品を国内・海外に向けて販売していくこと」、「県外・

海外から多くの観光客に本県を訪れてもらうこと」、「新しい産業・事業の

創出を進めること」などの取組を充実強化していきます。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 世界へ打って出る ～Local to World～ 

    「経済を回す」取組を更に強化していくためには、グローバル化の進展

やアジア諸国の経済成長を見据え、これまで以上に世界を視野に入れ、
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「攻めの姿勢」で取り組んでいく必要があります。 

    農林水産品の輸出や外国人観光客の誘致など、これまでの取組の成果

の上がっている分野を始め、各分野において、世界に向けた取組を進める

とともに、世界へ打って出る意欲を持つ人財の確保・育成や国際交流の推

進などに取り組んでいきます。 

 

③ 労働力不足への対応 

    各産業分野における労働力不足に対応するためには、関係団体等と連携

し、短期及び中長期的視点を持って取組を進めることが重要です。 

社会減対策として若者の県内定着・人財還流を促進するほか、女性や高

齢者、ＵＩＪターン希望者などが、多様な働き方のできる環境づくりを進

めます。 

また、将来的に労働力として必要性が高まる職種、薄れる職種などが現

れてくることにも留意しながら、ＩｏＴやＡＩの活用などによる省力化や

生産性の向上に取り組みます。 

 

④ 「青森県型地域共生社会」の実現 

2025 年の超高齢化時代を見据え、県民の誰もが、地域で生まれ、地域で

育ち、地域を助け、地域で安心して老後を迎えることができる「青森県型

地域共生社会」の実現をめざします。 

保健・医療・福祉体制の一層の充実、交通や買物、食事など生活機能の

維持・確保、地域生活サービスを提供する多様な担い手の確保・育成など

について、市町村や地域による主体的・持続的な取組の実施に向けた仕組

みづくりを進めます。 

 

⑤ 県民の健康づくり 

人生 100 年時代の到来が見込まれる中、県民の誰もが、生涯にわたって

健康で活力ある生活を送っていくためには、平均寿命の延伸とともに、健

康寿命延伸の視点も重要となります。 

平均寿命・健康寿命の延伸に向けて、県民の誰もが、前向きに取り組む

ような情報発信等を行っていく必要があります。  

県民の健康づくりに対する意識の更なる向上を図っていくとともに、事

業者への健康経営意識の浸透や、働き盛り世代を始め各年代のライフスタ

イルに応じた生活習慣の改善、健康診断・がん検診・精密検査の受診率の

向上による重症化の予防などに取り組みます。 

また、中核病院と周囲の病院、診療所等の機能の再編成、役割分担など、
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時代の変化とともに、地域医療体制も変化してきており、今の時代におけ

る病院のかかり方を県民に分かりやすく伝え、安心感を高めていきます。 

 

⑥ ふるさとあおもりへの自信と誇り 

本県は、縄文の頃から築き上げられてきた文化と伝統、そして、地域に

よって異なる気候、習慣、方言、祭り、食べ物といった多様な地域資源を

持ち合わせていますが、普段暮らしていると、それが当たり前となり、そ

の価値やありがたさを感じにくくなってしまいます。 

そして、東京など都会への憧れと「青森県には働くところや遊ぶところ

が少ない」という意識が定着し、若者の首都圏等への流出という事態を招

いています。 

しかし、時代は大きく転換し、人びとの価値観も変わりつつあります。 

近年の外国人延べ宿泊者数や農業産出額の増加は、元来、私たち青森県

民が誇りに思っていた本県の豊かな食資源や観光資源、そして私たちの暮

らしている青森県の価値が、県外、海外で高く評価されるようになってき

たことの証でもあります。 

子どもから大人まで、県民誰もがふるさとあおもりへの誇りを持ち、県

外・海外に向けて、自信を持って発信していけるよう、県民の意識醸成に

取り組みます。 

 


